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は し が き 

 

 固定資産税は、市町村財政における基幹税目として重要な役割を果たしてきてお

りますが、課税情報の情報公開の促進等を背景に、固定資産税制度や資産評価に対

する納税者の関心は、今後ますます高まっていくものと予想されます。 

 当評価センターは、昭和５３年５月設立以来、固定資産税に関する調査研究、地

方公共団体職員に対する研修、情報の収集・提供等の幅広い業務を行って参りまし

た。 

特に、調査研究事業では、その時々の固定資産税を巡る問題点をテーマに選定し、

各テーマごとに学識経験者、地方公共団体等の関係者をもって構成する研究委員会

を設け調査研究を行ってまいりましたが、特に、本年度は６つの調査研究委員会を

設けて、専門的な調査研究を行い、固定資産税制度、資産評価制度の改善に寄与し

てまいりました。 

 償却資産に関する調査研究委員会は、「実地調査・申告制度の課題の抽出及び見

直し」について調査研究を実施いたしました。 

この程、その調査研究の成果をとりまとめ、ここに研究報告書として公表する運

びとなりましたが、この機会に熱心にご研究、ご審議いただきました委員の方々に

対し、心から感謝申し上げます。 

 当評価センターは、今後とも、所期の目的にそって、事業内容の充実及び地方公

共団体等に役立つ調査研究に努力をいたす所存でありますので、地方公共団体をは

じめ関係団体の皆様のなお一層のご指導、ご支援をお願い申し上げます。 
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はじめに 

 

平成１０年度償却資産研究委員会において、実地調査の現状を把握するため、

全市町村を対象としたアンケート調査を実施したところである。 

そこで、平成１６年度償却資産研究委員会において、その後の状況を把握し、

課税の適正化・公平化の観点から、実地調査の充実・強化に努めるため、前回

調査との比較及び新たな問題点等の抽出を行うこととしたものである。 

 

また、平成１０年度及び１１年度償却資産研究委員会において、納税者の事

務負担軽減及び申告制度の簡素合理化を図る観点から、償却資産の申告時期の

見直しについては、 

① 賦課期日制度を維持した上で、法人の決算日との調整を図る 

② 賦課期日を法人の決算日とする 

の２つの案について検討を行ってきたところである。 

 

 そこで、平成１６年度償却資産研究委員会において、これまでの研究成果を

踏まえつつ、現行の取扱いが抱える課題について現実的な解決が図れるよう、

より具体的な案に対する利点及び課題等の検討を行うものである。 
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１ 実地調査の必要性 

 
(１) 償却資産の申告制度等 

固定資産税は、原則として、賦課期日（１月１日）現在における固定資

産の所有者に課税されるものであるが、所有者とは、土地については、土

地登記簿又は土地補充課税台帳に、家屋については、建物登記簿又は家屋

補充課税台帳に、それぞれ所有者として登記又は登録されている者をいい、

償却資産については、償却資産課税台帳に所有者として登録されている者

である（地方税法第343条第2項、第3項）。 

償却資産の賦課徴収に関しては、土地及び家屋と異なり登記制度がない

ため、納税義務者及び課税客体の把握が容易ではないことから、固定資産

税の納税義務がある償却資産の所有者は、毎年１月１日現在におけるその

償却資産について、その所在、種類、数量、取得時期、取得価額、耐用年

数、見積価額その他償却資産課税台帳の登録及びその償却資産の価格の決

定に必要な事項を１月３１日までに、償却資産の所在地の市町村長に申告

することとなっている（地方税法第383条）。 

ここで、上記の規定による申告すべき事項について虚偽の申告をした者

は、１年以下の懲役又は２０万円以下の罰金に処せられ（地方税法第385

条）、また、正当な事由がなく申告をしなかった者は、３万円以下の過料

を科することができる（地方税法第386条）ように、これらの規定によっ

て申告制度の実効性が担保されている。 

一方、課税庁である市町村長に対しては、固定資産の状況を把握するた

め、固定資産評価員又は固定資産評価補助員に毎年少なくとも1回の実地

調査を行うことが義務づけられている（地方税法第408条）。 

 
(２) 実地調査の目的 

償却資産については、上記の規定による申告に基づいて評価及び価格の

決定を行うのが原則であるが、適正・公平な課税を確保するためには実地

調査が必要不可欠である。課税団体においては、少ない人員を駆使し、で

きる限り効率的な実地調査に取り組んでいるが、調査に当たって様々な問

題に直面している。しかしながら、不正な申告や申告漏れが排除され、課

税の適正化が図られることは、納税者側の公平を確保する観点からも極め

て重要である。 

上述のとおり、固定資産の実地調査は、地方税法第408条を根拠として

行うものであるが、実際の調査については、固定資産評価員又は固定資産

評価補助員が、地方税法第353条（固定資産税に係る徴税吏員等の質問検

査権）を根拠として、納税義務者等に対し、固定資産税の賦課徴収に関す

る調査のために質問を行うとともに、帳簿書類・現物等を確認することが

できる。 
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また、実地調査は不正申告や脱税を摘発するための強制調査や犯罪捜査

として行うものではなく、固定資産税の評価・課税が適正になされている

かどうかを確認するためのものであり、制度の周知徹底及び資産の捕捉に

も効果的な手段の一つであると言えることから、適正申告の確保及び未

申告者の解消のため、常に調査の充実・拡充を図ることが求められている。 

 

(３) 実地調査の現状 

実地調査の現状については、平成１０年度償却資産研究委員会において、

約３，２００余の団体（全市町村及び県知事配分資産が所在する県等）を

対象に行った調査結果がある（調査の概要は以下のとおり）。 

 

【調査概要】 

① 実地調査（対面調査）の実施状況 

実地調査（対面調査）を行っている団体は、１０％に満たない状況で

ある。 

 

実施している ８．６％ 

実施していない ９１．４％ 

 

 ② 実地調査を行わない理由 

   実地調査を行わない理由については、主として次の４点が挙げられ、 

このうち、調査方法が分からないという現状が 大の課題である。 

 

人員不足 ５３．７％ 

調査方法が分からない １６．５％ 

適正申告されているため １２．７％ 

徴税コストがかかりすぎる １０．１％ 

その他 ６．９％ 
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(４) 平成１６年度における調査概要等 

前述のとおり、実地調査の現状については、平成１０年度の調査結果

のみであることから、その後の状況を把握するため、今回、全市町村（県

知事配分資産が所在する県等も含む。）を対象とし、調査を実施したと

ころである（調査の概要は以下のとおり）。 

 

【調査概要】 

① 実地調査（対面調査）の実施状況 

実地調査（対面調査）を行っている団体は、前回調査同様１０％に満

たず、特に改善が見られない状況である。 

 

実施している ７．９％ 

実施していない ９２．１％ 

 

 ② 実地調査を行わない理由 

   前回調査において、調査方法が分からないという理由で実地調査を行

わない現状を踏まえ、当評価センターにおいても研修会の実施及び実地

調査の手引きの作成等を行うことにより、実地調査の方法等について理

解を深める努力を行ってきたところである。 

   しかしながら、調査結果は前回調査と同様であり、特に改善が見られ

ない状況である。 

 

人員不足 ５９．７％ 

調査方法が分からない １５．８％ 

適正申告されているため １１．４％ 

徴税コストがかかりすぎる １０．１％ 

その他 ３．０％ 

 

 ③ 具体的調査内容 

 実地調査は、固定資産税の評価・課税が適正になされているかどうか

を確認するためのものである。平成１６年度の調査においては、この目

的が確保される観点から、対面調査を含めた様々な調査の実施について

調査を行ったところである。 
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対面調査 １１．２％ 

税務署調査 ２６．８％ 

未申告調査 ２０．４％ 

申告内容確認調査 １６．８％ 

現物調査 ７．２％ 

保健所調査 ５．３％ 

課税標準特例調査 ４．２％ 

大型特殊自動車調査 ２．５％ 

その他 ５．６％ 

 

調査の実施内容については、対面調査、税務署調査及び未申告調査で

半数を占め、特に税務署調査は、地方税の賦課徴収上必要な場合は国税

の資料の閲覧・記録又は書面照会をすることができる（「国と地方団体

との税務行政運営上の協力について」(昭和57年自治税企第92号自治

省税務局通達)）ことから、ここで得られる資料と申告内容の資産明細

との照合を行うことにより、申告内容が適正であるかを判断しているケ

ースが多いものと考えられる。 

 

(５) 実地調査の今後のありかた 

以上のように、前回調査から６年経過しているものの、基本的にあまり

改善が見られず、また、当評価センター作成の償却資産実地調査の手引き

もあまり活用されていない状況である（詳細な結果はＰ８～Ｐ33参照）。 

実地調査は、固定資産税の評価・課税が適正になされているかどうかを

確認するためのものであることから、当該調査結果を踏まえ、市町村の課

税適正化に向けた取組み促進が求められるところであり、今後、具体的に

下記項目等について検討を行う必要がある。 

 

① 環境整備（実地調査の手引きの改訂及び研修の強化等） 

② 協力体制の強化（他係・他市町村等） 

③ 住民、企業及び税理士等に対するＰＲ強化 

④ 専任職員等の配置 
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調査概要詳細版 
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回答 回答数 シェア
行っている 281 8.6
行っていない 2,998 91.4

計 3,279 100.0

回答 回答数 シェア
行っている 994 33.6
行っていない 1,966 66.4

計 2,960 100.0

平成10年度

平成16年度

Ｑ１-１：実地調査を行っているのか

8.6%

91.4%

行っている

行っていない

33.6%

66.4%

行っている

行っていない

　
　　回答内容
　　・実地調査を行っている団体が増加している理由は、実地調査の範囲を広げた
　　　ためである。
　　・実施率の高い団体は、東京都、神奈川県、石川県、愛知県、福井県である。

－8－



回答 回答数 シェア
行っている 13 100.0
行っていない 0 0.0

計 13 100.0

回答 回答数 シェア
行っている 46 92.0
行っていない 4 8.0

計 50 100.0

平成10年度

平成16年度

Ｑ１-２：実地調査を行っているのか(大都市分)

100.0%

0.0%

行っている

行っていない

92.0%

8.0%

行っている

行っていない

　
　　回答内容
　　・実地調査を行っていない団体は、新潟市、東大阪市、奈良市、和歌山市である。
　
　　 *大都市（平成16年度結果）とは、政令市（13市）及び中核市（37市）の計50市で
　　　ある。

－9－



回答 回答数 シェア
人員不足 2,470 53.7

適正申告されているため 585 12.7
徴税コストがかかりすぎる 464 10.1
調査方法が分からない 758 16.5

その他 319 6.9
計 4,596 100.0

回答 回答数 シェア
人員不足 1,741 59.4

適正申告されているため 341 11.6
徴税コストがかかりすぎる 280 9.6
調査方法が分からない 492 16.8

その他 75 2.6
計 2,929 100.0

平成10年度

平成16年度

Ｑ２：実地調査を行っていない理由（複数回答）

53.7%

12.7%

10.1%

16.5%
6.9%

人員不足

適正申告されているため

徴税コストがかかりすぎる

調査方法が分からない

その他

59.4%
11.6%

9.6%

16.8% 2.6%

人員不足

適正申告されているため

徴税コストがかかりすぎる

調査方法が分からない

その他

　
   回答内容
　　・行っていない理由は、前回調査時と比較してあまり状況の変化はない。
　　・「その他」の具体的な内容は、「1年を通じて様々な業務が発生するため、実地調
      査を行う余裕がない」等である。

－10－



回答 回答数 シェア
行っている 281 8.6
行っていない 2,998 91.4

計 3,279 100.0

回答 回答数 シェア
行っている 234 7.9
行っていない 2,726 92.1

計 2,960 100.0

8.6%

91.4%

行っている

行っていない

平成10年度

平成16年度

Ｑ３-１：対面調査を行っているのか

7.9%

92.1%

行っている

行っていない

　
　　回答内容
　　・前回調査時と比較して、あまり改善されていない状況である。
　　・実施率の高い団体は、神奈川県、青森県、栃木県、群馬県である。

－11－



回答 回答数 シェア
行っている 13 100.0
行っていない 0 0.0

計 13 100.0

回答 回答数 シェア
行っている 31 62.0
行っていない 19 38.0

計 50 100.0

平成10年度

平成16年度

Ｑ３-２：対面調査を行っているのか（大都市分）

100.0%

0.0%

行っている

行っていない

62.0%

38.0%

行っている

行っていない

　
　　回答内容
　　・対面調査を行わない団体が増えている。
　　・政令市においても、対面調査を行っていない団体がある（千葉市、川崎市、
　　　広島市）。

－12－



回答 回答数 シェア
人員不足 2,470 53.7

適正申告されているため 585 12.7
徴税コストがかかりすぎる 464 10.1
調査方法が分からない 758 16.5

その他 319 6.9
計 4,596 100.0

回答 回答数 シェア
人員不足 643 60.3

適正申告されているため 114 10.7
徴税コストがかかりすぎる 122 11.4
調査方法が分からない 140 13.1

その他 47 4.4
計 1,066 100.0

平成10年度

平成16年度

Ｑ４：対面調査を行っていない理由（複数回答）

53.7%

12.7%

10.1%

16.5%
6.9%

人員不足

適正申告されているため

徴税コストがかかりすぎる

調査方法が分からない

その他

60.3%
10.7%

11.4%

13.1% 4.4%

人員不足

適正申告されているため

徴税コストがかかりすぎる

調査方法が分からない

その他

　
   回答内容
　　・前回調査時と比較して「調査方法が分からない」が減少している要因は、研修会の
　　　実施、手引きの作成等によるものである。
　　・「その他」の具体的な内容は、「対面調査以外の調査を行っている」、「調査に費
　　　やす時間がない」である。

－13－



回答 回答数 シェア
対面調査 31 14.1
現物調査 22 10.0

税務署調査 37 16.8
保健所調査 31 14.1
未申告調査 37 16.8

申告内容確認調査 26 11.8
大型特殊自動車調査 16 7.3
課税標準特例調査 10 4.5

その他 10 4.5
計 220 100.0

回答 回答数 シェア
対面調査 203 10.9
現物調査 128 6.8

税務署調査 523 28.0
保健所調査 79 4.2
未申告調査 389 20.8

申告内容確認調査 325 17.4
大型特殊自動車調査 37 2.0
課税標準特例調査 78 4.2

その他 107 5.7
計 1,869 100.0

平成16年度（大都市）

平成16年度（その他）

Ｑ５：具体的な調査内容（Ｑ１-１で行っていると回答した場合）
　　　（複数回答）

14.1%

10.0%

16.8%

14.1%
16.8%

11.8%

7.3%
4.5% 4.5%

対面調査

現物調査

税務署調査

保健所調査

未申告調査

申告内容確認調査

大型特殊自動車調査

課税標準特例調査

その他

10.9%
6.8%

28.0%

4.2%20.8%

17.4%

2.0%4.2%
5.7%

対面調査

現物調査

税務署調査

保健所調査

未申告調査

申告内容確認調査

大型特殊自動車調査

課税標準特例調査

その他

回答内容
　　・大都市以外の団体は、対面調査における問題点（人員不足及びコスト負担）をクリア
　　　するため、税務署調査を重視している傾向にある。

－14－



回答 回答数 シェア
定期的に行っている 226 75.1
定期的に行っていない 75 24.9

計 301 100.0

回答 回答数 シェア
定期的に行っている 438 44.1
定期的に行っていない 556 55.9

計 994 100.0

平成10年度

平成16年度

Ｑ６：実地調査の定期的実行状況（実地調査実施団体のみ）

75.1%

24.9%

定期的に行っている

定期的に行っていない

44.1%

55.9%

定期的に行っている

定期的に行っていない

　　回答内容
　　・定期的実施が減少している主な要因は、「必要があると認められた場合」、「不定
　　　期」等、そのときの状況等により判断を行うケースが増えているためである。

－15－



回答 回答数 シェア
１年に１回 29 72.5

２～３年に１回 1 2.5
その他 10 25.0
計 40 100.0

回答 回答数 シェア
１年に１回 327 76.2

２～３年に１回 37 8.6
その他 65 15.2
計 429 100.0

平成16年度（大都市）

平成16年度（その他）

Ｑ７：具体的な定期的実行状況（Ｑ６で行っていると回答した
　　　場合）

72.5%

2.5%

25.0%

１年に１回

２～３年に１回

その他

76.2%

8.6%

15.2%

１年に１回

２～３年に１回

その他

　
　　回答内容
　　・２～３年に１回（上段の円グラフ）と回答している団体は、北九州市である。
　　・「その他」の具体的内容は、３～５年に１回という割合が多い。

－16－



回答 回答数 シェア
毎年 35 11.9

２年に１回 5 1.7
３年に１回 19 6.4
４年に１回 11 3.7
５年に１回 40 13.6
その他 185 62.7
計 295 100.0

回答 回答数 シェア
毎年 220 24.2

２年に１回 26 2.9
３年に１回 78 8.6
４年に１回 13 1.4
５年に１回 107 11.8
その他 465 51.2
計 909 100.0

平成10年度

平成16年度

Ｑ８-１：納税者1人に対する調査頻度(1)

11.9%
1.7%

6.4%
3.7%

13.6%62.7%

毎年

２年に１回

３年に１回

４年に１回

５年に１回

その他

24.2%

2.9%
8.6%

1.4%
11.8%

51.2%

毎年

２年に１回

３年に１回

４年に１回

５年に１回

その他

　
　　回答内容
　　・毎年実地調査を行う団体が増えている。
　　・「その他」の具体的内容は、「必要があると認められた場合等により、調査頻度が
      具体的に示すことが不可能である」との回答が多い。

－17－



回答 回答数 シェア
毎年 2 4.4

２年に１回 1 2.2
３年に１回 2 4.4
４年に１回 0 0.0
５年に１回 12 26.7
その他 28 62.2
計 45 100.0

回答 回答数 シェア
毎年 218 25.2

２年に１回 25 2.9
３年に１回 76 8.8
４年に１回 13 1.5
５年に１回 95 11.0
その他 437 50.6
計 864 100.0

平成16年度(大都市)

平成16年度(その他)

Ｑ８-２：納税者1人に対する調査頻度(2)

4.4% 2.2% 4.4%0.0%

26.7%

62.2%

毎年

２年に１回

３年に１回

４年に１回

５年に１回

その他

25.2%

2.9%

8.8%
1.5%

11.0%

50.6%

毎年

２年に１回

３年に１回

４年に１回

５年に１回

その他

　　　回答内容
　　・毎年実地調査を行う団体は、大都市よりも小都市のほうが割合が高い。
　　・「その他」の具体的内容は、「必要があると認められた場合等により、調査頻度が
　　　具体的に示すことが不可能である」との回答が多い。

－18－



回答 回答数 シェア
全申告者を数年間で調査 45 15.1
大規模な申告者のみ対象 35 11.7

その他 219 73.2
計 299 100.0

回答 回答数 シェア
全申告者を数年間で調査 114 9.9
大規模な申告者のみ対象 77 6.7

業種別に選定 125 10.8
所在地別に選定 57 4.9
未申告者を対象 461 39.8

その他 323 27.9
計 1,157 100.0

平成10年度

平成16年度

Ｑ９：調査対象の選定方法

15.1%

11.7%

73.2%

全申告者を数年間で調査

大規模な申告者のみ対象

その他

9.9%
6.7%

10.8%

4.9%

39.8%

27.9%

全申告者を数年間で調査

大規模な申告者のみ対象

業種別に選定

所在地別に選定

未申告者を対象

その他

　　回答内容
　　・未申告者を対象にしている団体が、両年度とも多い状況である。
　　・「その他」の具体的内容は、「国税の資料を調査した結果、申告内容と乖離が大き
　　　い事業者を選定」、また、「新規事業者等を選定」するケースが多い状況である。

－19－



回答 回答数 シェア
必要 170 75.6
不要 55 24.4
計 225 100.0

回答 回答数 シェア
必要 2,379 88.3
不要 315 11.7
計 2,694 100.0

平成10年度

平成16年度

Ｑ10-1：マニュアルの必要性(1)

75.6%

24.4% 必要

不要

88.3%

11.7% 必要

不要

－20－



回答 回答数 シェア
必要 49 98.0
不要 1 2.0
計 50 100.0

回答 回答数 シェア
必要 2,330 88.1
不要 314 11.9
計 2,644 100.0

平成16年度(大都市)

平成16年度(その他)

Ｑ10-2：マニュアルの必要性(2)

98.0%

2.0%
必要

不要

88.1%

11.9% 必要

不要

　　回答内容
　　・マニュアルの必要性は、大都市のほうが強く感じている。
　　・マニュアル不要（上段円グラフ）と回答したのは、高松市のみである。
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回答 回答数 シェア
有 72 23.9
無 229 76.1
計 301 100.0

回答 回答数 シェア
有 90 9.1
無 904 90.9
計 994 100.0

平成10年度

平成16年度

Ｑ11-1：マニュアルの有無

23.9%

76.1%

有

無

9.1%

90.9%

有

無

－22－



回答 回答数 シェア
有 9 69.2
無 4 30.8
計 13 100.0

回答 回答数 シェア
有 16 32.0
無 34 68.0
計 50 100.0

平成10年度

平成16年度

Ｑ11-2：マニュアルの有無（大都市分）

69.2%

30.8% 有

無

32.0%

68.0%

有

無

－23－



回答 回答数 シェア
有 45 90.0
無 5 10.0
計 50 100.0

回答 回答数 シェア
有 984 36.7
無 1,700 63.3
計 2,684 100.0

平成16年度(大都市)

平成16年度(その他)

Ｑ12：センターマニュアルの活用

90.0%

10.0%
有

無

36.7%

63.3%

有

無

　
　　回答内容
　　・大都市以外の団体においては、センターマニュアル及び独自マニュアルの活用
　　　が少ない。

－24－



回答 回答数 シェア
必要 1,989 73.2
不要 727 26.8
計 2,716 100.0

回答 回答数 シェア
有 145 5.3
無 2,592 94.7
計 2,737 100.0

平成16年度

平成16年度

Ｑ13：部内研修の必要性

73.2%

26.8% 必要

不要

5.3%

94.7%

有

無

Ｑ14：部内研修の実施

　　回答内容
　　・必要性を感じている反面、部内研修を実施している団体はほとんどない
　　　状況である。
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実 地 調 査 の 実 施 状 況 等 

に係る調査結果(県別集計表) 

 

 

 

 

 

 



団体名 有 無
実施率
（※1）

対面
調査

実施率
（※2）

現物
調査

税務署
調査

保健所
調査

未申告
調査

申告内容
確認調査

大型特殊
自動車調査

課税標準
特例調査

その他

北海道 61 152 28.6% 19 31.1% 10 35 4 30 22 7 6 3

青  森 10 57 14.9% 5 50.0% 3 7 2 4 4 0 2 0

岩　手 27 32 45.8% 2 7.4% 3 18 3 6 6 1 1 2

宮　城 28 42 40.0% 7 25.0% 7 15 1 11 8 1 7 6

秋　田 19 49 27.9% 2 10.5% 3 14 1 9 5 1 0 4

山　形 15 30 33.3% 5 33.3% 3 10 0 6 4 0 2 0

福　島 39 51 43.3% 14 35.9% 14 14 2 15 12 3 2 1

茨　城 12 66 15.4% 4 33.3% 1 4 2 6 4 1 3 1

栃　木 6 44 12.0% 3 50.0% 1 2 1 5 4 0 0 0

群　馬 12 45 21.1% 6 50.0% 1 4 1 5 8 0 0 3

埼　玉 26 65 28.6% 6 23.1% 3 18 3 20 7 1 3 4

千　葉 32 48 40.0% 7 21.9% 8 11 5 20 9 0 3 5

東　京 28 12 70.0% 1 3.6% 6 28 9 12 3 1 0 3

神奈川 21 17 55.3% 11 52.4% 5 7 10 16 9 2 2 4

新　潟 16 53 23.2% 7 43.8% 2 6 1 4 7 0 2 2

富　山 10 18 35.7% 4 40.0% 1 10 3 4 2 2 0 0

石　川 20 17 54.1% 8 40.0% 6 10 0 8 7 1 1 3

福　井 17 18 48.6% 4 23.5% 0 9 1 11 6 0 2 2

山　梨 9 33 21.4% 1 11.1% 0 5 0 4 4 0 0 1

長　野 49 69 41.5% 10 20.4% 5 23 4 17 21 1 0 3

岐　阜 22 53 29.3% 4 18.2% 0 17 2 13 9 0 1 1

静　岡 33 37 47.1% 11 33.3% 5 25 2 11 8 2 1 3

愛　知 47 40 54.0% 11 23.4% 6 38 2 23 13 1 0 4

三　重 19 39 32.8% 1 5.3% 1 12 2 7 6 0 0 1

滋　賀 20 25 44.4% 5 25.0% 3 12 1 8 7 1 2 2

京　都 15 25 37.5% 1 6.7% 1 6 1 5 9 0 0 4

大　阪 21 24 46.7% 6 28.6% 7 13 7 13 7 2 3 5

兵　庫 37 49 43.0% 8 21.6% 5 26 7 20 14 7 5 5

奈　良 8 39 17.0% 1 12.5% 1 5 0 1 2 0 1 0

和歌山 6 44 12.0% 0 0.0% 1 2 0 4 3 0 0 0

鳥　取 17 22 43.6% 4 23.5% 5 9 1 4 6 1 3 3

島　根 13 31 29.5% 3 23.1% 2 6 1 6 4 1 2 3

岡　山 12 60 16.7% 3 25.0% 0 6 0 4 2 0 1 2

広　島 14 42 25.0% 4 28.6% 0 6 3 6 3 1 1 4

山　口 21 28 42.9% 5 23.8% 3 6 4 9 10 2 7 7

徳　島 15 33 31.3% 0 0.0% 0 9 2 7 3 0 0 1

香　川 8 30 21.1% 2 25.0% 0 6 1 2 6 0 0 0

愛　媛 10 39 20.4% 1 10.0% 1 6 2 1 2 0 1 2

高　知 13 37 26.0% 2 15.4% 0 5 1 2 7 0 1 3

福　岡 33 64 34.0% 10 30.3% 8 21 7 13 15 2 5 5

佐　賀 17 33 34.0% 2 11.8% 2 6 0 4 7 0 0 3

長　崎 18 44 29.0% 4 22.2% 3 10 2 8 7 0 2 1

熊　本 33 54 37.9% 6 18.2% 7 18 2 13 15 5 9 4

大　分 16 43 27.1% 2 12.5% 1 9 2 8 5 1 2 1

宮　崎 17 28 37.8% 5 29.4% 3 9 2 5 5 4 2 1

鹿児島 27 57 32.1% 3 11.1% 0 10 3 8 12 0 1 5

沖　縄 25 28 47.2% 4 16.0% 3 12 0 8 12 1 2 0

994 1,966 234 150 560 110 426 351 53 88 117

※1：実地調査を行っている団体の割合

※2：実地調査を行っている団体のうち、対面調査を行っている割合

実地調査の実施 具体的調査の実施（有と回答した場合）
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団体名

北海道

青  森

岩　手

宮　城

秋　田

山　形

福　島

茨　城

栃　木

群　馬

埼　玉

千　葉

東　京

神奈川

新　潟

富　山

石　川

福　井

山　梨

長　野

岐　阜

静　岡

愛　知

三　重

滋　賀

京　都

大　阪

兵　庫

奈　良

和歌山

鳥　取

島　根

岡　山

広　島

山　口

徳　島

香　川

愛　媛

高　知

福　岡

佐　賀

長　崎

熊　本

大　分

宮　崎

鹿児島

沖　縄

人員不足
適正申告
されてい
るため

徴税コス
トがかか
りすぎる

調査方法
が分から

ない
その他 人員不足

適正申告
されてい
るため

徴税コス
トがかか
りすぎる

調査方法
が分から

ない
その他

31 13 8 8 3 121 39 22 23 6

4 1 0 1 0 50 14 10 19 0

18 5 5 2 2 33 5 5 6 1

18 4 4 5 0 39 5 5 8 2

16 3 2 1 0 42 9 5 9 1

9 0 0 3 0 26 7 4 4 1

23 6 4 3 1 43 15 15 9 3

7 2 2 2 0 59 5 11 20 4

2 1 0 1 0 38 6 4 16 1

2 1 0 0 0 42 5 5 7 0

18 1 5 6 2 63 5 7 12 4

24 2 5 2 3 50 9 7 6 2

22 3 2 11 2 10 4 2 2 0

8 1 0 5 2 15 3 2 3 1

7 3 1 3 1 51 4 14 13 6

3 1 0 1 1 13 3 0 7 0

10 3 5 2 0 17 3 3 6 0

11 3 4 2 0 17 2 2 4 0

8 1 0 0 2 28 9 3 7 0

34 6 11 9 3 57 13 10 27 4

16 1 4 5 0 51 4 2 17 1

20 2 2 1 0 36 1 6 17 1

36 1 5 6 1 40 2 5 12 2

17 1 3 3 3 35 6 9 7 1

15 2 1 1 1 24 1 1 5 0

9 3 2 3 3 23 4 3 7 2

13 1 2 4 1 23 2 6 9 1

26 5 5 5 0 45 8 8 10 1

4 2 0 1 1 35 9 3 10 4

4 1 1 1 2 38 10 7 8 4

13 1 6 3 0 19 4 4 5 0

9 1 4 1 2 21 8 9 7 0

9 0 2 4 0 55 8 13 17 0

8 1 0 4 2 35 5 5 12 3

14 2 4 3 2 22 6 5 4 4

14 1 1 2 0 28 7 5 10 3

5 1 0 0 0 26 6 6 7 1

8 1 3 1 0 34 8 1 17 0

7 2 4 0 2 32 9 4 9 0

19 2 3 3 1 61 6 11 18 5

12 3 0 6 0 30 5 2 13 0

12 2 1 1 0 38 7 7 4 0

21 5 1 4 2 41 18 6 7 4

12 3 1 0 0 43 9 8 17 1

11 1 2 1 0 25 4 0 6 0

18 5 6 3 1 45 16 6 11 1

16 4 1 7 1 22 3 2 18 0

643 114 122 140 47 1,741 341 280 492 75

対面調査を行わない理由 実地調査を行わない理由
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団体名

北海道

青  森

岩　手

宮　城

秋　田

山　形

福　島

茨　城

栃　木

群　馬

埼　玉

千　葉

東　京

神奈川

新　潟

富　山

石　川

福　井

山　梨

長　野

岐　阜

静　岡

愛　知

三　重

滋　賀

京　都

大　阪

兵　庫

奈　良

和歌山

鳥　取

島　根

岡　山

広　島

山　口

徳　島

香　川

愛　媛

高　知

福　岡

佐　賀

長　崎

熊　本

大　分

宮　崎

鹿児島

沖　縄

必要 不必要
申告内容の
確認のため

未申告解消
のため

その他 人員不足
適正申告
されてい
るため

徴税コス
トがかか
りすぎる

その他

171 42 142 128 5 28 20 12 2

49 18 41 38 0 11 9 4 0

55 4 48 38 2 4 2 0 0

56 14 49 41 1 12 4 3 2

54 14 42 39 1 9 6 4 0

36 9 33 23 1 6 5 2 0

71 19 54 46 3 13 11 5 0

59 17 46 51 2 14 4 7 1

38 12 30 34 1 7 4 1 1

46 11 37 35 3 9 4 2 0

77 14 58 64 5 13 3 4 3

69 10 52 52 4 8 6 5 0

36 4 25 33 5 2 2 2 0

36 2 31 31 2 2 2 0 0

55 13 51 36 1 10 4 6 0

22 6 16 17 2 3 3 1 1

35 2 27 21 0 2 1 1 0

30 5 25 20 2 4 2 1 0

34 8 31 24 4 5 2 3 0

90 28 76 63 6 18 10 8 0

63 12 49 47 5 11 2 1 0

67 3 59 44 1 4 2 0 0

74 12 62 52 6 12 4 3 0

40 18 32 28 1 14 6 2 2

40 4 33 27 2 2 1 1 0

34 6 26 26 5 5 1 0 1

41 4 33 37 5 3 1 0 1

69 17 59 62 1 13 4 10 0

39 8 28 31 0 7 4 3 0

34 16 25 26 0 10 7 6 0

34 5 23 24 3 1 2 3 0

33 11 24 24 2 7 5 5 0

46 24 36 31 1 18 11 9 0

48 8 35 33 1 8 2 1 0

35 14 26 28 2 9 6 4 1

36 12 24 29 1 8 5 5 0

30 8 23 23 1 5 4 2 0

29 7 22 20 2 5 4 0 0

40 10 30 26 0 5 4 2 0

86 11 71 63 10 7 3 3 0

44 6 31 31 1 4 2 0 0

52 9 43 37 3 6 5 4 0

71 16 56 50 3 5 13 1 0

41 18 35 24 1 17 6 5 0

39 6 31 31 5 6 2 0 0

64 20 46 49 1 13 14 7 0

50 3 44 40 0 0 3 0 0

2,398 540 1,920 1,777 113 385 227 148 15

実地調査の必要性 必要の理由 不必要の理由
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団体名

北海道

青  森

岩　手

宮　城

秋　田

山　形

福　島

茨　城

栃　木

群　馬

埼　玉

千　葉

東　京

神奈川

新　潟

富　山

石　川

福　井

山　梨

長　野

岐　阜

静　岡

愛　知

三　重

滋　賀

京　都

大　阪

兵　庫

奈　良

和歌山

鳥　取

島　根

岡　山

広　島

山　口

徳　島

香　川

愛　媛

高　知

福　岡

佐　賀

長　崎

熊　本

大　分

宮　崎

鹿児島

沖　縄

行って
いる

行って
いない

１年に
１回

２～３年
に１回

その他 毎年
２年に
１回

３年に
１回

４年に
１回

５年に
１回

その他

31 181 27 1 4 17 4 9 2 10 18

6 61 6 0 0 3 0 0 0 1 6

9 39 6 1 3 5 1 3 0 4 7

16 46 13 2 1 8 0 1 0 4 15

8 11 8 0 1 7 0 0 0 0 8

7 8 7 0 0 0 0 2 0 2 11

14 62 11 1 4 6 2 1 0 7 28

4 55 3 1 0 0 1 0 1 2 5

2 48 2 0 0 2 0 0 0 0 3

6 38 5 0 0 2 0 1 0 2 5

14 12 11 0 4 2 0 0 0 4 14

14 53 12 2 1 6 0 3 1 2 19

21 17 15 1 7 5 0 2 0 1 16

13 20 13 0 0 5 0 0 1 2 12

8 41 5 2 2 3 0 0 1 4 6

5 21 4 0 1 2 0 0 0 2 4

9 28 8 0 1 7 1 3 2 2 8

4 30 3 1 0 2 0 2 0 1 7

6 27 5 0 1 2 0 0 0 1 5

25 92 21 3 3 15 3 5 0 5 17

12 63 7 3 2 5 3 4 0 3 11

22 39 17 1 3 9 0 1 0 8 20

30 48 22 1 8 7 1 8 0 7 15

6 52 5 1 0 5 0 1 0 0 8

5 30 4 0 0 2 0 1 1 1 9

6 9 5 1 1 3 0 0 0 0 11

12 24 7 1 5 1 1 1 1 2 13

19 67 15 1 3 4 2 2 1 7 23

2 6 1 0 1 2 0 2 0 2 1

0 50 0 0 0 1 0 1 0 2 5

4 28 4 0 0 4 0 1 0 1 8

5 35 4 1 0 3 0 2 0 0 10

6 6 4 1 1 1 0 0 0 2 7

8 39 6 1 1 3 0 0 0 1 8

11 28 10 0 3 6 0 1 0 1 7

6 42 5 1 0 8 1 0 0 1 5

6 30 3 2 1 4 1 1 0 1 2

2 43 1 1 0 0 0 1 0 2 7

2 13 1 0 1 2 0 1 0 0 10

15 72 11 3 2 5 0 6 0 2 7

3 20 3 0 0 1 0 1 0 1 7

7 47 6 1 0 3 2 1 1 0 5

12 75 10 1 0 12 0 4 0 3 13

5 54 2 1 2 4 0 1 0 1 11

6 39 4 0 2 5 1 0 0 3 7

11 68 10 0 1 16 0 2 1 0 7

9 44 4 1 5 5 2 3 0 0 14

454 1,961 356 38 75 220 26 78 13 107 465

具体的に（行ってい
ると回答した場合）

納税者１人に対する調査頻度
実地調査の
定期的実行
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団体名

北海道

青  森

岩　手

宮　城

秋　田

山　形

福　島

茨　城

栃　木

群　馬

埼　玉

千　葉

東　京

神奈川

新　潟

富　山

石　川

福　井

山　梨

長　野

岐　阜

静　岡

愛　知

三　重

滋　賀

京　都

大　阪

兵　庫

奈　良

和歌山

鳥　取

島　根

岡　山

広　島

山　口

徳　島

香　川

愛　媛

高　知

福　岡

佐　賀

長　崎

熊　本

大　分

宮　崎

鹿児島

沖　縄

全申告者
を数年間
で調査

大規模な
申告者の
み対象

業種別に
選定

所在地域
別に選定

未申告者
を対象

その他 必要 不要 有 無

4 2 13 8 22 16 167 46 5 208

0 0 2 0 5 6 61 6 1 66

2 3 3 2 10 7 45 4 2 50

4 8 2 1 14 6 50 9 3 57

1 1 1 1 10 8 64 4 0 68

3 0 2 1 5 5 38 7 1 44

6 4 6 2 15 17 72 7 5 75

0 0 6 0 7 3 53 3 2 54

0 1 1 3 5 1 38 2 1 40

2 1 4 2 4 4 47 4 3 48

2 3 3 4 15 8 66 25 3 88

5 3 6 0 18 9 69 1 3 68

1 1 3 0 17 9 38 0 1 37

3 1 4 2 11 7 30 2 6 26

5 3 4 1 5 2 50 8 3 51

0 3 0 0 4 3 25 2 0 26

2 2 1 1 8 8 37 0 1 36

2 3 0 0 8 4 31 4 0 35

1 0 0 0 4 3 38 4 0 42

14 4 4 1 18 18 105 14 8 110

7 2 1 1 12 4 69 6 2 73

6 4 4 3 13 13 54 5 3 54

11 2 4 0 17 14 66 10 6 71

1 0 1 1 12 6 43 15 0 58

2 0 2 1 7 5 35 2 1 37

0 2 0 0 5 10 35 5 1 39

4 1 3 3 16 6 37 3 3 37

3 2 2 1 21 19 80 6 6 80

1 1 2 0 3 1 47 0 0 47

0 1 1 0 5 2 35 15 0 50

3 0 3 0 3 7 36 3 2 37

1 0 1 1 10 5 34 5 2 38

0 2 3 2 4 3 11 1 0 12

3 1 0 2 6 6 47 1 2 44

0 5 4 1 10 7 38 5 1 42

0 0 2 1 12 2 36 12 0 48

1 1 3 0 6 2 31 3 0 34

0 1 3 0 1 5 24 6 1 43

0 2 3 0 6 2 45 5 2 48

4 1 5 5 19 9 77 2 6 75

2 0 2 0 4 2 43 4 0 48

2 0 1 1 8 5 49 4 0 53

1 2 1 1 13 16 75 12 0 87

1 0 0 0 9 8 49 10 0 59

1 2 3 2 8 6 40 5 1 44

2 1 2 0 14 8 70 14 1 83

1 1 4 2 12 6 49 4 2 51

114 77 125 57 461 323 2,379 315 90 2,621

調査対象の選定方法
マニュアル
の必要性

独自のマニュ
アル作成
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団体名

北海道

青  森

岩　手

宮　城

秋　田

山　形

福　島

茨　城

栃　木

群　馬

埼　玉

千　葉

東　京

神奈川

新　潟

富　山

石　川

福　井

山　梨

長　野

岐　阜

静　岡

愛　知

三　重

滋　賀

京　都

大　阪

兵　庫

奈　良

和歌山

鳥　取

島　根

岡　山

広　島

山　口

徳　島

香　川

愛　媛

高　知

福　岡

佐　賀

長　崎

熊　本

大　分

宮　崎

鹿児島

沖　縄

有 無 有 無 必要 不要

62 151 13 201 139 74

17 50 0 67 45 22

25 24 4 47 37 13

29 31 4 57 45 16

24 44 5 63 55 13

16 29 1 44 32 13

38 40 5 76 51 29

25 34 2 58 54 7

16 25 3 38 32 8

22 28 3 48 35 16

34 57 5 86 60 31

41 30 5 67 58 14

24 15 4 34 30 7

20 12 6 26 25 7

21 37 1 57 41 16

11 17 0 28 22 6

16 21 1 36 26 11

10 25 1 34 24 11

10 32 0 42 30 12

41 77 4 114 75 43

22 53 3 72 54 20

31 30 4 58 51 10

42 35 6 72 57 20

14 44 3 55 34 24

20 21 1 39 35 4

18 22 1 39 26 14

23 17 5 36 31 9

38 48 7 79 63 23

15 32 1 46 40 7

10 40 2 48 28 22

13 26 1 38 23 16

17 24 2 37 32 7

6 6 0 12 6 6

15 35 4 46 42 7

19 26 5 40 29 15

7 41 5 43 26 22

8 26 0 34 27 6

10 39 0 44 24 13

15 35 4 46 43 7

26 55 3 77 62 18

10 37 3 44 40 7

24 30 2 52 41 12

42 45 2 85 67 20

18 41 2 57 48 11

18 27 3 42 36 9

26 58 5 79 65 19

20 33 4 49 43 10

1,029 1,705 145 2,592 1,989 727

部内研修の必要性
センターマニュ
アル活用の有無

部内研修の実施
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２ 償却資産の申告制度の現状及び課題等 

 
(１) 現状 

固定資産税は、原則として、賦課期日現在における固定資産の所有者に

課税されるものであるが、所有者とは、土地については、土地登記簿又は

土地補充課税台帳に、家屋については、建物登記簿又は家屋補充課税台帳

に、それぞれ所有者として登記又は登録されている者をいい、償却資産に

ついては、償却資産課税台帳に所有者として登録されている者である（地

方税法第343条第2項、第3項）。 

また、固定資産税の納税義務がある償却資産の所有者は、毎年１月１日

現在におけるその償却資産について、その所在、取得時期及び取得価額等

償却資産課税台帳の登録及びその償却資産の価格の決定に必要な事項を

１月３１日までに償却資産の所在地の市町村長に申告することとなって

いる（地方税法第383条）。 

このように、償却資産について申告義務を課している理由は、償却資産

は極めて多種多様であり、資産の移動も多いことによって、課税客体や取

得価額の把握が困難であるということに加え、土地及び家屋と異なり、登

記制度がないことが要因として挙げられる。 

 

(２) 現行制度が抱える課題 

現行制度においては、各納税者は、通常、賦課期日後に到来する決算日

前に、当該期日現在における償却資産の価格の決定に必要な事項を申告し

なければならないため、①賦課期日現在と決算日現在において、それぞれ

減価計算事務を行う必要があり、また、通常の決算事務とは別に、賦課期

日直前の決算日から賦課期日までの資産の移動分を把握しなければなら

ず、煩雑な経理事務を強いられている。 

さらに、②賦課期日における資産の状況は、現実には決算日になって初

めて確定するため、決算日前に確定した申告をすることは極めて困難であ

る。 

(例) 

・ 建設仮勘定に計上中の資産及び人件費の清算振替等については、決算まで 

額が決定せず、固定資産税の申告においては概算の金額で申告される場合が 

ある。 
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(３) 検討案 

前述の課題を踏まえ、平成１０年度及び１１年度の償却資産研究委員会

において、納税者の事務負担の軽減及び申告制度の簡素合理化を図る観点

から、次の２つの案の検討を行ったところである。 

 

① 賦課期日制度を維持した上で、法人の決算日との調整を図る（以下

「賦課期日制度の維持」という。）。 

② 賦課期日を法人の決算日とする（以下「賦課期日制度の変更」とい

う。）。 
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３ 申告制度のあり方の検討 
 

本委員会は、前述の２つの案について具体的検討を行うものである。 

前述の現行制度が抱える２つの大きな課題、つまり、①賦課期日及び決

算日現在において、それぞれ減価計算事務が必要、②賦課期日現在におい

て確定した申告を行うことは極めて困難の２点を踏まえ、これらを解決す

る方向で具体的案を提示し、さらに、この案に対する利点及び課題等につ

いて検討を行うこととする。 

まず、案①（賦課期日制度の維持）について具体的案を検討する。 

 

Ⅰ．賦課期日制度の維持 

 

((１１))  賦賦課課期期日日現現在在のの資資産産をを１１月月３３１１日日にに仮仮申申告告しし､､決決算算確確定定後後本本申申告告((案案 11))  

   通常、賦課期日後に到来する決算日前に確定した申告を行うことは困難

であるため、1月３１日に仮申告し、決算確定次第、速やかに差額分を考

慮した形で申告（以下「本申告」という。）を行う、つまり、２度の申告

を要する案である。 

 

  ① 利点 

    上記の案における利点については、次のように整理できる。 

   Ⅰ 決算確定後に本申告するため、納税者は決算終了後の確定した資産内

容・取得価額等を申告することが可能となる 

   Ⅱ 現行の取扱いと大きな差異が生じない（現行制度においても、固定資

産の価格決定がなされた後、当該価格等に重大な錯誤があることを発見

した場合には、価格等の修正を行う。）ことから受け入れやすい 

 

  ② 課題 

    上記の案における課題については、次のように整理できる。 

   Ⅰ 賦課期日現在と決算日現在の２度の減価計算事務を行う必要がある 

   Ⅱ 仮申告は、決算日前に申告することとなり、確定した申告を行うこと

が困難であるという現状に変化がない 

   Ⅲ ２度の申告を行う必要があるため、事務負担が倍増する 

   Ⅳ 課税庁側も納税者の決算期を管理するとともに、本申告に係る事務が

決算期毎（基本的に毎月）に発生する 

   Ⅴ 電算システムの変更が必要となる 
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上記の利点及び課題等を検討した結果、２つの大きな課題①については、

仮申告及び本申告において、２度の減価計算事務を行う現状に変わりなく、

解決策として有効ではないものと考えられる。 

２つの大きな課題②については、賦課期日現在における申告は、いずれ

決算終了後に確定した申告を行うこととなるため、従来のように、賦課期

日から申告期限の１月３１日までの短期間で確定した申告を行う必要が

なくなるメリットはあるものの、いずれ本申告を行うため、仮申告の精度

が薄れるのではないかとの懸念がある。また、賦課期日現在における確定

した申告を行うことは、仮申告においても不可能である現状に変わりはな

く、２度の申告を求めるメリットがないものと判断できる。 

したがって、２つの大きな課題は、いずれも改善することは不可能で

あり、本提案を採用する可能性は極めて少ないものと判断できる。 

    

((２２))  賦賦課課期期日日現現在在のの資資産産をを決決算算確確定定後後申申告告（（案案２２））  

納税者の事務負担の軽減を図る観点から、２度の申告を行うことのない

よう、賦課期日現在の資産を決算確定後に速やかに申告を行う案である。 

 

  ① 利点 

上記の案における利点については、次のように整理できる。 

Ⅰ 納税者は決算終了後の確定した資産内容・取得価額等を申告すること

が可能となる 

Ⅱ 決算確定後の申告であるため、申告するまでの間、時間的な余裕がで

きる 

   

  ② 課題 

    上記の案における課題については、次のように整理できる。 

   Ⅰ 賦課期日現在と決算日現在の２度の減価計算事務を行う必要がある 

   Ⅱ 課税庁側も納税者の決算期を管理するとともに、申告に係る事務が決

算期毎（基本的に毎月）に発生する 

     Ⅲ 納税者により申告時期が異なることから、納期設定の検討が必要 

   Ⅳ 決算日の異なる事業者間で評価が異なるケース（年度ずれ）が考えら

れる 

 

上記の利点及び課題等を検討した結果、２つの大きな課題②については、

決算確定後において賦課期日現在の資産を申告することとなることから、

確定した申告を行うことが可能となり解決できる。 

しかしながら、２つの大きな課題①については、結局、賦課期日現在の

資産の申告を行うことに変わりはなく、賦課期日現在と決算日現在の２度

の減価計算事務を行う現状の解決策としては有効ではないものと考えら
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れる。 

したがって、大きな課題の一つが改善することは不可能であり、本提

案を採用する可能性は少ないものと判断できる。 

 

((３３))  賦賦課課期期日日現現在在のの資資産産をを２２月月末末にに申申告告（（案案３３））  

賦課期日現在の資産を短期間で申告することは困難であるという状況

を踏まえ、申告時期を1月末から1ヶ月の延長を行う案である。 

 

  ① 利点 

上記の案における利点については、納税者は申告期限まで２ヶ月間の

時間的余裕ができる。 

   

  ② 課題 

    上記の案における課題については、次のように整理できる。 

   Ⅰ 賦課期日現在と決算日現在の２度の減価計算事務を行う必要がある 

   Ⅱ 決算日前の申告であり、現行制度とほとんど変わらない 

     Ⅲ 課税庁側の賦課事務がタイトになる 

 

上記の利点及び課題等を検討した結果、改正点は申告期限のみ延長であ

り、現行制度とほとんど変わらない状況であるため、当然のことながら、

２つの大きな課題については、解決することは不可能である。 

なお、申告状況については、下記の２つの事例を示しているとおり、

現行制度においても、申告期限どおりに申告を行っていない状況を踏ま

え、申告期限の延長は、課税庁側にとって、さらなる事務負担が増加す

ることが想定されることから、本提案を採用する可能性は極めて少ない

ものと判断できる。 

 

【名古屋市の事例】               平成１５年度申告ベース 

 １月末現在 ２月末現在 ３月末現在 

申告率 ６６．６％ ８８．３％ ９１．６％ 

 

【旭川市の事例】                平成１６年度申告ベース 

 １月末現在 ２月末現在 ３月末現在 

申告率 ７１．０％ ８０．８％ ９４．６％ 
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次に案②（賦課期日制度の変更）について具体的案を検討する。 

Ⅱ 賦課期日制度の変更 

 

（（１１））  賦賦課課期期日日をを法法人人のの決決算算日日ととすするる。。（（案案４４））  

固定資産税の申告制度については、国税の取扱いに合わせるなどの簡

素化を図るべきではないかとの意見を踏まえ、納税者の事務負担の軽減

を図る観点から、賦課期日を法人の決算日、つまり、国税の償却計算期

間である事業年度とし、決算日から２ヶ月程度後に申告を行う案である。 

 

  ① 利点 

    上記の案における利点については、次のように整理できる。 

Ⅰ 納税者は1回の減価計算事務で申告ができ、事務負担の軽減に繋がる 

Ⅱ 納税者は決算終了後の確定した資産内容・取得価額等を申告すること

が可能となる 

Ⅲ 決算日から２ヶ月程度後の申告であるため、申告するまでの間、時間

的な余裕ができる 

 

  ② 課題 

上記の案における課題については、次のように整理できる。 

Ⅰ 課税庁は、納税者の決算期を管理するとともに、申告に係る事務が決

算期毎（基本的に毎月）に発生する 

Ⅱ 決算日の異なる事業者間で資産の移動を行うことにより課税を逃れ

ることが可能となる 

     Ⅲ 納税者により申告時期が異なることから、納期設定の検討が必要 

   Ⅳ 賦課期日（決算日）は納税者によって様々であり、決算日の異なる事

業者間で評価が異なるケースが考えられる 

Ⅴ 納税者及び課税庁とも電算システムの大幅な変更が必要となる可能

性がある 

 

上記の利点及び課題等を検討した結果、２つの大きな課題①については、

賦課期日を法人の決算日とすることにより、国税と同様の償却計算期間と

なることから、減価計算事務は１回のみで対応することができる。また、

２つの大きな課題②については、当然のことながら、決算確定後の申告と

なることから、確定した資産等の申告を行うことができる。 

したがって、２つの大きな課題を改善できるが、次のさらなる課題が生

じる。 
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１点目は、「決算日の異なる事業者間で資産の移動を行うことにより課

税を逃れることが可能となる」という問題である。 

つまり、決算日の異なる関連会社等を利用することにより、決算日間近

となった時点で別会社に資産を移動し、また、別会社の決算日間近となっ

た時点で資産を返却するという方法により、合法的に課税逃れが可能とな

る。 

Ａ社（３月決算）    3/31 

 

 

資産の譲渡          資産の譲渡 

          

Ｂ社（９月決算） 

 

9/30 

 

 

 

 

 

 

現行制度においては、前年中に取得した資産の評価は半年償却を採用し

ているが、この問題を解決するためには、国税同様、月割り償却を導入す

ること、つまり、法人の事業年度内において所有している月数の割合に応

じた評価等を行うことで解決できるものと考えられる。 

また、新規取得資産と同様、事業年度内の中途において譲渡又は除却し

た償却資産についても月割りで課税する必要があるが、このような資産は、

賦課期日（決算日）現在に所有していないため、賦課期日現在の状況で課

税するという固定資産税制度の根本的な考え方を変更する必要があると

考えられる。 

一方、半年償却は、全資産について平均的に減価額を算出すればそれほ

ど大差がないと認められるものであること、また、月割り償却の事務的な

煩雑さ等を考慮し導入していることから、納税者にとっては、新たな事務

負担の増加に繋がる可能性がある。 

 

【半年償却導入の主な要因】 

① 法人税においては月割償却法を採用しておりますが、前年の６月以前

において取得された資産は、半年償却法による場合より多くの減価額

が算定されることになり、また、その逆に７月以降の月において取得

された資産は半年償却法による場合より少ない減価額が算定されるこ

Ａ社は、決算日（3/31）直前に関連会社のＢ社に資産を移動した後、

決算日（賦課期日）現在の資産について申告（資産譲渡分を除く。）。 

また、Ｂ社の決算日（9/30）直前にＡ社に資産を返却。 

このように、決算日の異なる事業者間で資産の譲渡を繰り返すことに

より、当該資産の申告を行う必要がなくなる。 
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ととなる。しかし、前年中に取得された資産は、一つの企業をとって

みれば、前年の１月に取得された資産もあれば１２月に取得された資

産もあるように、その取得はまちまちであり、総合的に考えれば、す

べての資産は平均して前年の中央となる時点に取得されたものとみな

しても大差がないとみられること 

 

② すべての資産について取得の月毎に減価償却額の計算を行うことと

なれば実務上もきわめて煩雑となることから、すべての資産が前年の中

央となる時点に取得されたものとみなした方が手続的にも便利であり、

かつ簡易でもある。 

    

２点目は、「納税者により申告時期が異なることから、納期設定の検討

が必要」という問題（案２も同様）である。 

固定資産税の納期については、地方税法第362条において「４月、７月、

１２月及び２月中において、当該市町村の条例で定める」と規定している

が、納期をこのように年４期に分けているのは、納税者の納税の便宜を考

慮して、一時に多額な税負担を強いることをせず、円滑な徴収を確保する

趣旨に基づくものである。 

したがって、決算日が年度後半となる場合（例えば、１２月決算で２月

申告）、１回もしくは２回程度の納期設定となり、納税者にとっては、一

時に多額な税負担を負うこととなるため、納税者の意見等を踏まえ、慎重

な判断が求められるところである。 

 

（（２２））  ３３月月末末をを賦賦課課期期日日ととすするる。。（（案案５５））  

一般的に事業年度を３月としている納税者が多いと考えられるため、

３月末を賦課期日とし、２ヶ月程度後に申告を行う案である。 

 

  ① 利点 

    上記の案における利点については、次のように整理できる。 

Ⅰ 一部の納税者は1回の減価計算事務で申告ができ、事務負担の軽減に

繋がる 

Ⅱ 一部の納税者は決算終了後の確定した資産内容・取得価額等を申告す

ることが可能となる 

 

  ② 課題 

上記の案における課題については、次のように整理できる。 

     Ⅰ 一部の納税者は決算終了後の確定した資産内容・取得価額等を申告す

ることができる 
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 Ⅱ 一部の納税者は１回の減価計算事務で申告ができ、事務負担の軽減に

繋がる 

Ⅲ 納税者及び課税庁とも電算システムの大幅な変更が必要となる可能

性がある 

 

上記の利点及び課題等を検討した結果、２つの大きな課題①及び②につ

いては、それぞれ一部の納税者のみ改善されるものであり、納税者にとっ

て事務負担の度合いに温度差が生じることとなる。 

では、具体的に３月末を事業年度としている納税者がどのぐらいの割合

であるのかを検証することとする（下記参照）。 

 

 

【名古屋市の事例】                          平成１５年度ベース 

決算月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

構成比 3.5% 6.8% 24.9% 6.7% 7.6% 8.9% 7.6% 8.7% 10.7% 3.9% 2.9% 7.8%

 

【旭川市の事例】                          平成１５年度ベース 

決算月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

構成比 4.3% 7.5% 36.4% 5.8% 5.5% 6.5% 4.7% 5.2% 6.5% 2.2% 1.2% 14.2%

 

以上のとおり、３月末を事業年度している納税者は約３割であり、全て

の納税者の事務負担の軽減に繋がらないことから、本提案を採用する可能

性は少ないものと判断できる。 
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４ 検討の結果と今後の方向性 
 

本委員会としては、以上の案（案１から案５）に係る分析を踏まえ、２つ

の大きな課題に対して も評価の高い案は、案４（賦課期日を法人の決算日

とする）である（下記評価表参照）。 

しかしながら、賦課期日制度の変更等による大きな課題が残っており、今

後、納税者の意見等を踏まえ、この案を基本に他の案も含め、慎重な検討を

行う必要がある。 
 

【現行制度が抱える２つの大きな課題に対する評価】 
 

 案１ 案２ 案３ 案４ 案５ 

① × × × ○ △ 

② × ○ × ○ △ 

※ ①は、賦課期日及び決算日現在において、それぞれ減価計算事務が必要 

※ ②は、賦課期日現在において確定した申告を行うことは極めて困難 
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第
３

９
４

条
 

第
３

８
９

条
第

１
項

の
規

定
に

よ
っ

て
道

府
県

知
事

又
は

総
務

大
臣

が
評

価
す

べ
き

固
定

資
産

の
所

有
者

で
固

定
資

産

税
の

納
税

義
務

が
あ

る
も

の
は

、
総

務
省

令
の

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

っ
て

、
毎

年
１

月
１

日
現

在
に

お
け

る
当

該
固

定
資

産
に

つ
い

て
、

固
定

資
産

課
税

台
帳

に
登

録
さ

れ
る

べ
き

事
項

及
び

こ
れ

に
記

載
を

さ
れ

て
い

る
事

項
並

び
に

法
人

税
法

又
は

所
得

税
法

の
規

定
に

よ
る

所
得

の
計

算
上

損
金

又
は

必
要

な
経

費
と

し
て

控
除

す
べ

き
減

価
償

却
額

又
は

減
価

償
却

費
の

計
算

の
基

礎
と

な
る

価
額

そ
の

他
固

定
資

産
の

評
価

に
必

要
な

事
項

を
１

月
３

１
日

ま
で

に
、

道
府

県
知

事
又

は
総

務
大

臣
に

申
告

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 
 

 （
道

府
県

知
事

又
は

総
務

大
臣

の
評

価
の

権
限

）
 

第
３

８
９

条
 

道
府

県
知

事
（

次
に

掲
げ

る
固

定
資

産
に

つ
い

て
関

係
市

町
村

が
２

以
上

の
道

府
県

に
係

る
と

き
は

、
総

務
大

臣
と

す

る
。

以
下

本
条

に
お

い
て

同
じ

。
）

は
、

次
に

掲
げ

る
固

定
資

産
に

つ
い

て
、

前
条

第
１

項
の

固
定

資
産

評
価

基
準

に
よ

っ
て

、
第

４
０

９
条

第
１

項
か

ら
第

３
項

ま
で

の
規

定
の

例
に

よ
っ

て
評

価
を

行
っ

た
後

、
総

務
省

令
の

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

っ
て

、
当

該
固

定
資

産
が

所
在

す
る

も
の

と
さ

れ
る

市
町

村
並

び
に

そ
の

価
格

及
び

第
３

４
９

条
の

３
又

は
第

３
４

９
条

の
３

の
２

の
規

定
の

適
用

を
受

け
る

固
定

資
産

に
つ

い
て

は
そ

の
価

格
に

そ
れ

ぞ
れ

こ
れ

ら
の

規
定

に
定

め
る

率
を

乗
じ

て
得

た
額

（
以

下
固

定
資

産
税

に
つ

い
て

「
価

格
等

」
と

い
う

。
）

を
決

定
し

、
決

定
し

た
価

格
等

を
当

該
市

町
村

に
配

分
し

、
毎

年
３

月
３

１
日

ま
で

に
当

該
市

町
村

の
長

に
通

知
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
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 一
 
 
総

務
省

令
で

定
め

る
船

舶
、
車

両
そ

の
他

の
移

動
性

償
却

資
産

又
は

可
動

性
償

却
資

産
で

２
以

上
の

市
町

村
に

わ
た

っ
て

使
用

さ
れ

る
も

の
の

う
ち

総
務

大
臣

が
指

定
す

る
も

の
 
 

二
 
 
鉄

道
、
軌

道
、
発

電
、
送

電
、
配

電
若

し
く

は
電

気
通

信
の

用
に

供
す

る
固

定
資

産
又

は
２

以
上

の
市

町
村

に
わ

た
っ

て
所

在

す
る

固
定

資
産

で
、

そ
の

全
体

を
一

の
固

定
資

産
と

し
て

評
価

し
な

け
れ

ば
適

正
な

評
価

が
で

き
な

い
と

認
め

ら
れ

る
も

の
の

う

ち
総

務
大

臣
が

指
定

す
る

も
の

 
 

２
 
 
市

町
村

長
は

、
前

項
の

規
定

に
よ

る
通

知
を

受
け

た
場

合
に

お
い

て
は

、
遅

滞
な

く
、
当

該
市

町
村

に
配

分
さ

れ
た

固
定

資
産

の

価
格

等
を

固
定

資
産

課
税

台
帳

に
登

録
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 
 

３
 
 

前
項

の
場

合
に

お
い

て
、
第
１

項
第

１
号

の
償

却
資

産
に

係
る

価
格

等
の

配
分

の
通

知
を

受
け

た
市

町
村

長
は

、
当

該
償

却
資

産

が
そ

の
通

知
の

あ
つ

た
日

前
に

登
録

さ
れ

て
い

な
か

つ
た

と
き

は
、

新
た

に
第

３
８

１
条

第
５

項
に

規
定

す
る

登
録

事
項

を
登

録
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 
 

４
 
 

市
町

村
長

は
、
第
１

項
の

規
定

に
よ

っ
て

道
府

県
知

事
が

し
た

価
格

等
の

配
分

が
当

該
市

町
村

に
著

し
く

不
利

益
で

あ
る

と
認

め

る
場

合
に

お
い

て
は

、
道

府
県

知
事

に
対

し
て

、
事

由
を

具
し

て
そ

の
配

分
の

調
整

を
申

し
出

る
こ

と
が

で
き

る
。

 
 

５
 
 

道
府

県
知

事
は

、
第

４
０

９
第

１
項

か
ら

第
３

項
ま

で
の

規
定

に
よ

る
市

町
村

に
お

け
る

固
定

資
産

の
評

価
が

前
条

第
１

項
の

固

定
資

産
評

価
基

準
に

よ
っ

て
行

わ
れ

て
い

な
い

と
認

め
る

場
合

に
お

い
て

は
、

第
１

項
の

規
定

に
よ

っ
て

当
該

市
町

村
に

配
分

さ
れ

る
当

該
固

定
資

産
の

価
格

等
に

つ
い

て
必

要
な

調
整

を
加

え
る

こ
と

が
で

き
る

。
 
 

６
 
 
総

務
大

臣
は

、
次

に
掲

げ
る

場
合

に
は

、
地

方
財

政
審

議
会

の
意

見
を

聴
か

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 
 

一
 
 
第

１
項

第
１

号
又

は
第

２
号

の
規

定
に

よ
る

固
定

資
産

の
指

定
を

し
よ

う
と

す
る

と
き

。
 
 

二
 
 
第

１
項

の
規

定
に

よ
る

固
定

資
産

の
価

格
等

の
決

定
及

び
配

分
を

し
よ

う
と

す
る

と
き

。
 
 

三
 
 
第

４
項

の
規

定
に

よ
る

固
定

資
産

の
価

格
等

の
配

分
の

調
整

の
申

出
を

受
け

た
と

き
。

 
 

四
 
 
前

項
の

規
定

に
よ

る
固

定
資

産
の

価
格

等
の

配
分

の
調

整
を

し
よ

う
と

す
る

と
き

。
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